
第４章
本計画の主旨

説明が必要な用語は、右上に「※」を表示しています。説明は、巻末のP141～143を参照してください。

長崎県水産業振興基本計画
令和3年度－7年度
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第4章

１

多様な人材が活躍し、
環境変化に強い持続可能な水産業と
賑わいのある漁村づくり

本計画の主旨

基本理念
本計画の基本理念を以下のとおり定めます。

上記理念のもと、データでみる本県水産業の現状と取り巻く環境や、前基本計画の成果検証等や長
崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ２０２５の基本理念である「人、産業、地域を結び、新たな時代
を生き抜く力強い長崎県づくり」に基づき「人（ひと）、産業（しごと）、地域（まち）」の３つの柱
の視点を踏まえ、今後重点的に取り組むべき６つの基本目標と目標達成に向けた１２の事業群、基本指
標、関連指標について、次のとおり整理しました。
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基本目標と関連事業群体系

基本目標⑴

漁村地域の生産力を支える多様な人材の確保・育成

❶漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化

❷外国人材の地域における活躍

Ⅰ

人
（
ひ
と
）

基本目標⑵

環境変化に強く収益性の高い魅力ある漁業経営体の育成

❶漁業者の経営力強化

Ⅱ

産
業
（
し
ご
と
）

基本目標⑶

資源管理の推進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり

❶水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の推進と漁場づくり

基本目標⑷

養殖業の成長産業化

❶養殖業の成長産業化

基本目標⑸

県産水産物の国内外での販売力強化

❶県産水産物の国内販売力の強化

❷県産水産物の国外販売力の強化

❸高度衛生管理に対応した体制の構築

基本目標⑹

多様な人材の活躍による漁村の賑わいや活力創出

❶漁村に人を呼び込む仕組みづくり

❷漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

❸異業種との連携による浜の活性化

❹生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に向けた浜の環境整備

Ⅲ

地
域
（
ま
ち
）
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Ⅰ 人（ひと）

漁村地域の生産力を支える多様な人材の確保・育成

基本目標⑴

事業群

基本目標

SDGs の関連目標：参考資料 P１３８～１３９参照

漁村地域の生産力を支える漁業就業者、女性、高齢者、外国人材など多様な人材の確保・育成のた
め、以下の事業群の取組を推進します。

❶漁業の魅力や就業情報の発信と受入体制の強化

「漁業」を職業選択の一つとして広め、新規就業を増やすために、SNS※で漁業の魅力を発信しな
がら、学習会や漁業体験により漁業への理解を深めていきます。また、市町や関係団体、地元受入組
織と協力し、就業希望者をスムーズに受け入れ定着できる体制を強化します。

❷外国人材の地域における活躍

中長期的な視点から、本県の水産業を支える人材として、特定技能※や技能実習制度により外国人
材を積極的に受け入れていくため、水産業における受入促進の取組を進めます。
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Ⅱ 産業（しごと）

環境変化に強く収益性の高い魅力ある漁業経営体の育成

基本目標⑵

事業群

資源管理の推進による水産資源の持続的な利用と漁場づくり

基本目標⑶

事業群

SDGs の関連目標：参考資料 P１３８～１３９参照

水産資源の変動、気候や社会情勢などの環境変化に強い魅力ある経営体を育成するため、以下の事
業群の取組を推進します。

❶漁業者の経営力強化

漁業所得の向上や雇用の増加を図るため、県独自の「地域別施策展開計画※」の策定により、地域
ごとの漁業実態に応じて効果的な施策を実践し、収益性の高いモデル経営体の育成や取組に必要な機
器整備等を支援するとともに、漁業者と浜を支える漁協の組織と機能の強化や ICT※等を活用したス
マート水産業を推進します。

水産資源の維持・増大や生態系全体の生産力の底上げのため、以下の事業群の取組を推進します。

❶水産資源の維持・増大のための適切な資源管理の推進と漁場づくり

水産資源の維持・増大を図るため、漁獲可能量(TAC)を基本とする国の新たな資源管理方式に加え、
漁業者の自主的な資源管理の取組や、漁場環境の変化に対応しつつ産卵・幼稚魚育成の場としての藻
場の再生及び沖合の基礎生産力の増大に資する漁場づくりを推進します。
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養殖業の成長産業化

基本目標⑷

事業群

県産水産物の国内外での販売力強化

基本目標⑸

事業群

社会経済の変動や水産物の世界的需要の増大による輸出などの新たな需要に対応した養殖業の成長
産業化に向けて、以下の事業群の取組を推進します。

❶養殖業の成長産業化

養殖産出額の増大及び養殖業者の所得向上を図るため、水産政策の改革や養殖業成長産業化総合戦
略に伴う国事業を積極的に活用しながら、スマート水産業等の新しい技術も取り入れ、輸出など新た
な需要に対応した養殖業の成長産業化に向けた漁場再編や新規参入、販路拡大等を推進します。

社会経済の変動や水産物の消費形態の変化に対応した供給体制を構築し、国内外での販売力強化を
図るため、以下の事業群の取組を推進します。

❶県産水産物の国内販売力の強化

本県水産物の更なる販売力強化と消費拡大を図るため、社会経済の変動に伴う消費者ニーズを的確
に捉えた売れる商品づくりと安定した商品供給体制の構築に取り組むとともに、長崎県の魚愛用店等
の利用促進を推進します。

❷県産水産物の国外販売力の強化

輸出先国における産地間競争が激化する中、海外市場での競争力を高めるとともに、新規市場の開
拓により輸出の継続・拡大を図るため、社会経済の変動にも対応できる更なる商品力の強化や安定生
産・供給体制の構築等を推進します。

❸高度衛生管理に対応した体制の構築

高度衛生管理に対応した生産体制づくりを図るため、国の衛生管理基準に基づいた品質管理マニュ
アルによる衛生対策、HACCP等の普及への取組、消費者の求める安全・安心な商品づくりに必要な
機器整備等を支援するとともに、水揚げ岸壁と荷捌所の一体的な整備を推進します。
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Ⅲ 地域（まち）

多様な人材の活躍による漁村の賑わいや活力創出

基本目標⑹

事業群

SDGs の関連目標：参考資料 P１３８～１３９参照

多様な人材を呼び込み、生活の場として暮らし続けることができる漁村づくりのため、以下の事業
群の取組を推進します。

❶漁村に人を呼び込む仕組みづくり

漁村地域が、地域の持つ自然・生産・空間・文化等の地域資源や住まい、生活環境・子育て環境、
漁業の魅力や漁村のライフスタイル等を広く情報発信し、就業者支援フェア・移住相談会等を通じて、
漁村の担い手となる多様な人材の呼び込みを図るなど、関係機関と連携し移住者へのスムーズで切れ
目のない支援体制の構築等を推進します。
また、水産業・漁村が持つ多面的機能の発揮に資する漁業者の活動支援や漁港施設の有効活用によ
り交流、関係人口※の拡大に取り組みます。

❷漁村地域全体で稼ぐ仕組みづくり

地域資源を活用して漁村地域を活性化させるため、新たな漁業又は海業※の起業及び事業規模の拡
大により、地域ビジネス※の展開や雇用の創出の取組を推進します。

❸異業種との連携による浜の活性化

交流人口や収入、雇用者数の増大による浜の活性化のため、観光業、飲食業、食品加工業、エネル
ギー関連産業などの異業種との連携を図り、体験型漁業や漁協等の協力のもと「釣り」を滞在型観光
のツールとした魅力的な地域ブルーツーリズム※等の構築を推進します。

❹生産・流通基盤の強化と漁村の賑わい創出に向けた浜の環境整備

水産業の成長産業化を後押しするため、拠点漁港※の生産・流通基盤の強化を進めていくとともに、
漁村の賑わい創出に向けた、既存施設の有効活用と維持補修対策、就労環境を改善する浮桟橋、防風・
防暑施設等の充実や防災減災対策を推進します。
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3‐1 基本指標

指標名 単位 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

人
（ひと） 海面漁業・養殖業産出額 億円

１，０１４
海面漁業産出額（Ｈ３０年）
海面養殖業産出額（Ｈ２９年）

１，０６０
（Ｒ７年）

産業
（しごと）

海面漁業生産量 万トン ２９
（Ｈ３０年）

３１．５
（Ｒ７年）

海面漁業産出額 億円 ６３６
（Ｈ３０年）

６６０
（Ｒ７年）

１経営体あたりの平均漁
業所得額 千円 ２，３９４

（Ｈ２６～３０年平均）
２，７２９

（Ｒ７年）

海面養殖業産出額 億円 ３７８
（Ｈ２９年）

４００
（Ｒ７年）

水産食品加工品出荷額 億円 ３６１
（Ｈ２９年）

４００
（Ｒ７年）

地域
（まち）

農山漁村集落数
（農林業センサス） 集落 ２，９２７

（Ｈ２７年）
２，９２７

（Ｒ７年）
漁村地域への県内外から
の移住者数 人／年度 － ６５

（Ｒ７年度）

基本理念のもとに掲げた６つの基本目標の達成に向け、関係施策を展開していきますが、以下の８
項目を基本指標として定め、達成状況を管理・評価します。
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3‐2 関連指標

基本目標 事業群 関連指標 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

⑴漁村地域の生産力を
支える多様な人材の
確保・育成

①漁業の魅力や就業情
報の発信と受入体制
の強化

新規漁業就業者数 １８３人
（Ｈ３０年度）

２１０人
（Ｒ７年度）

②外国人材の地域にお
ける活躍

外国人材を受け入れた
市町数

８市町
（Ｒ１年度）

１２市町
（Ｒ７年度）

Ⅰ 人（ひと）

Ⅱ 産業（しごと）

基本目標 事業群 関連指標 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

⑵環境変化に強く収益
性の高い魅力ある漁
業経営体の育成

①漁業者の経営力強化 １経営体あたりの平均
漁業所得額

２，３９４千円
（Ｈ２６～３０年平均）

２，７２９千円
（Ｒ７年）

経営計画策定者のうち
漁業所得が向上した割
合

６３％
（Ｈ３０年度）

７０％
（Ｒ７年度）

⑶資源管理の推進によ
る水産資源の持続的
な利用と漁場づくり

①水産資源の維持・増
大のための適切な資
源管理の推進と漁場
づくり

漁場整備面積 ６２２km２

（Ｈ２６年度）
８２２km２

（Ｒ７年度）

最適な放流手法と適切
な資源管理措置を講じ
るモデル魚種数（累計）

－ ５魚種
（Ｒ７年度）

⑷養殖業の成長産業化 ①養殖業の成長産業化 海面養殖業産出額 ３７８億円
（Ｈ２９年）

４００億円
（Ｒ７年）

⑸県産水産物の国内外
での販売力強化

①県産水産物の国内販
売力の強化

新たに取引を開始した
商品の取引額（累計） － ４．２億円

（Ｒ７年度）

②県産水産物の国外販
売力の強化

水産物輸出額 ２７億円
（Ｈ３０年度）

５０億円
（Ｒ７年度）

③高度衛生管理に対応
した体制の構築

高度衛生型荷さばき施
設がある魚市場数
（累計）

０箇所
（Ｈ３０年度）

２箇所
（Ｒ７年度）
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Ⅲ 地域（まち）

基本目標 事業群 関連指標 基準値
（基準年）

目標値
（目標年）

⑹多様な人材の活躍に
よる漁村の賑わいや
活力創出

①漁村に人を呼び込む
仕組みづくり

地域漁業の維持・再生
に取り組む漁業地区数

８０地区
（Ｒ２年度）

８０地区
（Ｒ７年度）

②漁村地域全体で稼ぐ
仕組みづくり

新たな漁業や海業の起
業及び事業拡大の件数

１０件／年度
（Ｒ２年度）

１０件／年度
（Ｒ７年度）

③異業種との連携によ
る浜の活性化

離島の漁村集落への入
込客数※

２，９００人
（Ｈ３０年度）

３，９５０人
（Ｒ７年度）

異業種と連携して漁村
地域の活性化に寄与し
た新たな取組の件数

３件
（Ｈ２８～３０年度平均）

３件
（Ｒ７年度）

④生産・流通基盤の強
化と漁村の賑わい創
出に向けた浜の環境
整備

生産性の向上に資する
基盤整備完了漁港数 ０漁港

（Ｒ１年度）
１５漁港

（Ｒ７年度）


